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地方独立行政法人芦屋中央病院 平成 27 年度年度計画 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 １ 医療サービス 

（１）地域医療の維持及び向上 

町内唯一の入院機能を有する医療機関として、地域住民の幅広い医療ニーズに

対応するため、現在の一般病床と療養病床を堅持しつつ、地域医療における中心

的な役割を果たす。 

地域医療に必要な診療科を確保するとともに、消化器科など専門性が高く当院

の強みである領域については、内視鏡検査や治療を中心とした高度な医療を提供

し地域完結の医療を行う。 

芦屋町やその周辺地域では高齢化が進んでいるが、高齢者は複数の疾患を抱え

る傾向が強いことから、現在保有している診療科については、今後も常勤医師及

び非常勤医師の活用を含め維持していく。 

現在休診している耳鼻咽喉科の診療再開と新築移転後の病院での皮膚科の新設

に向け、医師確保に努める。 

増加するがん患者に対する診療の幅の拡大及びがん治療など終末期医療のニー

ズの多様化に対応して、高度急性期医療との機能分化を図り、当院は高度急性期

治療後の患者の治療を担う。 

また、新築移転後の病院での外来化学療法の充実や緩和ケア機能の整備にむけ

た情報収集や人材育成を行う。 

 

（２）在宅医療及び介護までの総合的なサービスの提供 【重点項目】 

超高齢化社会の到来に向けて国が示している地域包括ケアシステムの中で、地

域医療における分野については、地域ケア会議の参加や、地域医療連携及び介護

サービスに関わる各関係機関に対し、訪問や情報提供を行い連携の深化に積極的

に努める。 

また、医療と連携した総合的かつ質の高い医療管理が可能な下記の在宅支援サ

ービスを継続して提供するとともに、職員を計画的に増員し体制を強化する。 

① 訪問看護ステーション 

医療が必要な高齢者が、住み慣れた地域社会や自宅で療養できるよう、主治

医の指示のもと２４時間体制で看護ケアを提供する。 

また、外部研修等へ参加し、最新の技術・情報を入手し看護に活用する。 

② 訪問リハビリテーション 

通院が困難な利用者に対し、医師の指示に基づいて、自宅に理学療法士や作

業療法士が訪問してリハビリテーションを行い、日常生活の自立を支援する。 

③ 居宅介護支援事業所 

介護保険を利用する介護の必要な方や家族の要望を尊重し、心身の状態や家

族の状況を考慮した上で、利用者の状態に合った適切なサービスが利用できる

よう効果的な支援を行う。 

また、増加する利用者に対応するため、介護支援専門員を増員する。 
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指 標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

訪問看護利用者数 551 人 590 人

訪問看護利用回数 2,652 回 2,840 回

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ看護師数 3 人 3 人

訪問リハビリ利用件数 1,091 回 960 回

居宅介護支援事業所利用者数 1,103 人 1,385 人

居宅介護支援事業所職員数 3 人 4 人

 

（３）地域医療連携の推進 【重点項目】 

近隣の大学病院等の基幹病院との連携を図り、高度急性期医療を終えた地域の

患者をスムーズに受け入れ、後方支援病院としての役割を果たす。 

地域医療の窓口として、地域の診療所や福祉介護施設等と連携を密にして、外

来診療、入院及び退院調整・支援に至るまで切れ目のない医療連携体制を構築し、

紹介患者のスムーズな受け入れを行う。 

指 標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

入
院 

紹介率 36.3％ 37％

基幹病院からの受入件数 149 件 170 件

上記以外の医療機関からの受入件数 259 件 270 件

介護施設からの受け入れ件数 100 件 105 件

地域医療連携会参加回数 7 回 7 回

地域医療連携会参加人数 14 人 14 人

 

（４）救急医療への取組 

地域住民への救急医療に対応するため、救急告示病院としての役割を果たし地

域の救急医療に貢献する。また、救急隊と連携し、スムーズな救急患者の受け入

れ体制の構築に努めるが、当院で対応が困難な状態の患者については、近隣の高

次救急病院との連携を密にし、迅速かつ適切な対応を行う。 

 

（５）災害時等における医療協力 

災害や公衆衛生上重大な健康被害が発生又は発生しようとしている場合には、

町や地域の災害拠点病院、医師会等と連携して迅速かつ適切に対応するとともに、

自らの判断で医療救護活動を行う。 

また、院内においても備蓄物品の確保をする等、災害に備える。 

 

（６）予防医療への取組 

地域住民の健康維持・増進を図るため、町と連携・協力して、特定健診、胃が

ん・大腸がん・肺がん・前立腺がん・乳がん検診及び骨密度検査を提供する。平
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成 25 年度から開始した胃カメラ検診については、住民の要望に応えるため検診日

を増やし、胃がん検診の受診者増を図る。 

また、職員健診、企業健診、協会けんぽの健診等を積極的に行うとともに、予

防接種等を継続し、予防医療に取り組む。 

指 標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

特定健診件数 599 件 620 件

胃がん検診件数 453 件 475 件

大腸がん検診件数 550 件 570 件

肺がん検診件数 768 件 805 件

前立腺がん検診件数 185 件 195 件

乳がん検診件数 310 件 325 件

骨密度検査件数 124 件 130 件

 

（７）地域包括ケアの推進 

地域ケア会議など地域包括支援センターとの連携を図るとともに、地域におい

て高齢者を支援するため、町内唯一の入院施設を有する病院として、医療及び介

護サービスにおいて切れ目のない一体的な取り組みを行う。 

また、高齢者の健康推進事業である「いきいき筋力アップ教室」など町と協働

して介護予防事業にも取り組む。 

 

２ 医療の質の向上 

（１） 医療従事者の確保 【重点項目】 

① 医師 

大学医局との密な連携を図るとともに、給料の引き上げ、実働に対する手当や

インセンティブによる手当等を導入し、処遇を改善する。 

現在、非常勤医師による診療が行われている呼吸器科・循環器科・糖尿病（内

科）・整形外科・眼科、休診している耳鼻咽喉科については、常勤医師の確保の

ため、大学病院等に積極的な働きかけを続ける。 

また、診療以外の業務負担を軽減することによって、診療に集中できる職場環

境を整備するため、医師事務作業補助体制の導入に努める。 

② 看護職員及びコメディカル職員 

患者やその家族に信頼される医療サービスを提供するため、教育体制の充実に

よるスキル向上に努める。 

病院経営に関わる資格を有する職員の処遇改善や資格取得費用の助成によっ

て、モチベーションを高める体制を整備する。 

また、職員採用や業務の見直しを進め、働きやすい職場環境を整備することに

よって、優秀な人材の流出を防止する。 
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指 標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

常勤医師数 12 人 13 人

看護師数 59 人 63 人

認定看護師数 0 人 0 人

 

（２）医療安全対策の徹底 

医療安全に関する情報の収集や分析を行い、院内の指針に基づいて医療安全対

策の徹底に努める。 

① 医療安全管理の充実 

医療安全管理委員会を毎月定期的に開催し、医療事故及びヒヤリハット事例

の収集・分析を行い、発生原因・再発防止策を検討し、職員に周知徹底する。 

院内での研修会・報告会、外部講師を招聘しての講習会等を計画的に実施す

る。また、外部の研修会等にも積極的に参加することを通じて、安全意識と知

識の向上を図る。 

② 院内感染防止対策の充実 

感染制御委員会及び感染対策チームを中心とし、マニュアルの整備等院内感

染対策を確立する。 

院内研修会や外部講師を招聘した講習会等を計画的に実施する。また、外部

の学会や研修会等への参加により情報収集を行い、職員に周知徹底する。 

感染制御委員会による院内ラウンド及び外部団体（KRICT：北九州地域感染制

御チーム）によるラウンドを適宜実施し、院内感染の予防に努める。 

指 標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

院内医療安全研修会開催回数 2 回 2 回

院内医療安全研修会参加人数 121 人 130 人

院外研修参加回数 4 回 4 回

院外研修参加人数 5 人 8 人

院内感染研修会開催回数 2 回 2 回

院内感染研修会参加人数 119 人 130 人

院外研修開催回数 4 回 4 回

院外研修参加人数 16 人 16 人

ラウンド回数 1 回 12 回

 

（３）計画的な医療機器の整備 

老朽化した医療機器は計画的に整備・更新し、診療に有効な医療機器を適宜導

入することにより、医師をはじめとする医療従事者のモチベーションを高めると

ともに、提供する医療の質の維持・向上を図る。 
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 ３ 患者サービスの向上 

（１）患者中心の医療の提供 

患者やその家族が治療内容を十分に理解し、納得した上で治療方法を選択でき

るように、事前説明を徹底する。 

当院及び他の医療機関の患者やその家族から、病状や治療方法について、その

主治医以外の医師の助言等を求められた場合に適切に対応できる相談支援体制を

強化する。 

医師をはじめとする専門的な知識・技術を有する複数の医療従事者が、診療科

や職種を超えて患者情報を共有し、連携・協働して患者中心の医療を推進するた

め、褥瘡チーム、栄養サポートチーム、感染症対策チーム、医療安全管理チーム

などチーム医療の推進に努める。 

 

（２）快適性の向上 

患者やその家族などの病院利用者がより快適に過ごせるよう、病室、待合スペ

ースなどの院内環境の整備を行い、必要に応じて改善策を講じる。 

外来の診療待ち時間短縮のため、オーダリングシステムの導入などＩＴ化を進

めるべく、院内調査を行う。また、患者満足度調査を実施し、患者ニーズを把握

する。 

 

（３）相談窓口の充実 

患者相談窓口に社会福祉士を配置し、患者やその家族からの疾病や治療に関す

る相談をはじめ、医療費の負担等の生活上の問題、退院後の療養や介護支援など

各種相談に適切に対応できる体制を強化する。 

指  標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

相談件数 1,396 件 1,440 件

相談窓口人員数 4 人 4 人

 

（４）職員の接遇向上 

全職員対象の接遇研修を実施し、接遇の向上に努める。 

指  標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

院内接遇研修開催回数 － 2 回

院内接遇研修参加人数 － 60 人

 

（５）地域住民への医療情報の提供 

町が主催する健康講座や公民館講座、あしや塾等に講師を派遣する。自治区や

各種団体の公開講座等の要請に応える。また、広報誌の発行やホームページ等に

より医療情報を発信し、地域住民への普及啓発活動を行う。 

 

 ４ 法令遵守と情報公開 

院内規程を定め医療倫理及び行動規範を確立する。 
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診療録等の個人情報については、個人情報保護法に基づき、適正な情報取得を行い、

個人の権利利益が侵害されることがないよう保護管理するとともに、院内規程を定め、

患者及びその家族等への情報開示請求に対して適切に対応する。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 法人運営管理体制の確立 

法人の運営については、理事会等法人組織の体制を整備する。 

また、法人の諸規程を整備し、権限委譲と責任の所在を明確化した効率的かつ効果

的な運営管理体制を確立する。 

計画の着実な達成に向けて、毎月の収支報告及び各診療科・部門の月報を収集・分

析を行い、計画の進捗状況を把握し、対策を講じる等、継続的な改善への取組みを行

う業務運営を実施する。 

また、部門ごとに目標を設定し、部門長を中心にその達成に向けて取り組む。 

 

 ２ 業務運営の改善と効率化 

（１）人事考課制度の導入に向けた取組 

職員に求められる能力・役割を明確にし、その行動評価を具体的、客観的に行

うとともに、育成面談の実施、自己の振り返りの機会を設ける等、期待する人材

を育てることを目的とした人事考課制度の構築に向け、人事評価を試行する。 

法人運営のへの参画意識の醸成を図るため、法人の業績と連動する賞与制度、

個人の努力や成果が処遇及び研修機会の付与等の非金銭的報酬に反映される等の

職員のモチベーションを高めることができる制度構築を目指し、検討を進める。 

 

（２）予算の弾力化 

予算科目や年度にとらわれず医療現場の特性に応じて、弾力的に運用できる会

計制度を整備・活用し、医療環境の変化に迅速かつ柔軟に対応する。 

また、契約においては、複数年契約や複合契約などの多様な契約手法を用いる

ことにより、効率的かつ効果的な事業運営に努める。 

 

（３）適切かつ弾力的な人員配置 

地方独立行政法人化のメリットの一つである柔軟な人事管理制度を活用して、

医師をはじめとする職員を適切かつ弾力的に配置する。 

医療従事者の確保については、随時採用の実施や必要に応じて常勤以外の多様

な雇用形態を取り入れる。また、適材適所による人材の有効活用を図ることによ

り、効果的な医療の提供及び効率的な業務運営に努める。 

事務部門の職員については専門性の高い法人職員の採用、中長期的な育成や研

修制度の充実により、病院特有の事務に精通した職員を確保・育成し、職務能力

の向上を図るとともに運営管理体制を強化する。 

 

（４）研修制度の推進 

医療職員の専門性の向上に向けた研修については、指導的立場にある職員による院

内研修会や各種団体が主催する専門性の高い学会などへの参加、院内へ専門の講師を

招聘することで充実を図るなど、職務、職責に応じた実効性のある研修を実施する。 
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また、資格取得のための外部研修の旅費や講習費の支給等を行う支援制度を整備す

る。 

 

第３ 財政内容の改善に関する事項 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

（１）健全な経営の維持 

政策的医療に係る経費以外の経常的な事業経費については、法人の事業経営に

伴う収入をもって充て、かつ資金が一定の水準に維持されるように健全経営を維

持し継続する。 

また、繰出基準に基づいた運営費負担金を町から繰入れる。 

 

（２）収入の確保 

診療報酬改定への適切な対応と、地域の医療機関との連携を密にし、スムーズ

な患者の受け入れ体制を確立することで、患者数の増加に努める。 

さらに、地域の在宅療養支援診療所との連携の強化、２４時間体制での訪問看

護の実施、利用者及び利用者家族との密な連携により、入院から在宅復帰への支

援、在宅からスムーズな入院への道筋を確立することで利用者の増加に努める。 

引き続き請求漏れや査定減を防止するとともに、未収金発生の防止や未収金が

発生した場合の原因分析の徹底と対策、未収金回収の強化に取り組む。 

また、健診・がん検診や文書料等の診療報酬外の収入については、適切な料金

設定を行い、収入の増加を図る。 

 

（３）支出の節減 

医薬品及び診療材料等については、調達にかかる費用削減のため徹底した価格

交渉の実施、ジェネリック医薬品の使用拡大等を図る。 

医療機器の購入や委託契約等については、購入費用とランニングコストとの総

合的評価の導入、業務内容の見直し、複数年契約の導入等により、費用の削減を

図る。 

指  標 平成 25 年度実績 平成 27 年度計画 

入 
 

院 

一
般
病
床 

１日平均入院患者数 73.4 人 84.8 人

新規入院患者数 1,256 人 1,470 人

病床利用率 75.7％ 87.4％

平均入院単価 27,903 円 28,229 円

平均在院日数 21 日 20 日

療
養
病
床 

平均入院患者数 24 人 29.7 人

病床利用率 60.0％ 74.4％

平均入院単価 15,471 円 15,913 円

外 

来 

1 日平均外来患者数 252.6 人 256.4 人

外来診療単価 12,498 円   12,335 円
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医業収支比率  ※1 97.8％ 103.8％

経常収支比率  ※2 100.8％ 106.3％

職員給与費比率 ※3 43.7％ 42.3％

材料費比率   ※4 26.6％ 24.1％

   ※1 医業収支比率＝医業収益／医業費用×100 

   ※2 経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費用）×100 

   ※3 職員給与費比率＝給与費（一般管理費分含む）／医業収益×100 

   ※4 材料費比率＝材料費（医薬品・診療材料等）／医業収益×100 

 

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算（平成 27 年度） 

      （単位：千円） 

区 分 金 額 

収 入 

 

営業収益 2,274,042

 
医業収益 2,082,274

運営費負担金等収益 191,768

営業外収益 10,652

 
運営費負担金収益 3,092

その他営業外収益 7,560

資本収入 147,800

 長期借入金 147,800

その他の収入 100

計 2,432,594

支 出 

 

営業費用 2,040,987

 

医業費用 1,967,052

 

給与費 826,723

材料費 618,581

経費 521,748

一般管理費 73,935

 
給与費 49,381

経費 24,554

営業外費用 7,950

資本支出 293,901

 
建設改良費 221,771

償還金 72,130

その他の支出 2,000

計 2,344,838
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   （注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

   （注）期間中の診療報酬改定、介護報酬改定、給与改定及び物価の変動は考慮していな

い。 

【人件費の見積り】 

当該金額は、法人の役職員（正規職員）に係る報酬、基本給、諸手当、法定福利費及

び退職手当の額に相当するものである。 

【運営費負担金の繰出基準等】 

運営費負担金については、総務省が発出する「地方公営企業繰出金について」に準じ

た考え方により算出する。建設改良費及び長期借入金等元利償還金に充当される運営費

負担金等については、経常費助成のための運営費負担金とする。 

 

２ 収支計画（平成 27 年度） 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

収益の部 2,285,549

 

営業収益 2,275,357

 

医業収益 2,077,952

運営費負担金等収益 150,231

資産見返負債戻入 47,173

営業外収益 10,092

 
運営費負担金収益 3,092

その他営業外収益 7,000

臨時利益 100

費用の部 2,151,257

 

営業費用 2,074,496

 

医業費用 2,001,684

 

給与費 830,042

材料費 572,760

経費 500,645

減価償却費 94,237

その他医業費用 4,000

一般管理費 72,812

営業外費用 74,761

臨時損失 2,000

純利益 134,291

目的積立金取崩額 －

総利益 134,291

   （注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
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３  資金計画（平成 27 年度） 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

資金収入 2,432,594

 

業務活動による収入 2,284,794

 

診療業務による収入 2,082,274

運営費負担金等による収入 194,860

その他の業務活動による収入 7,660

投資活動による収入 －

財務活動による収入 147,800

 長期借入れによる収入 147,800

前事業年度からの繰越金 －

資金支出 2,432,594

 

業務活動による支出 2,050,937

 

給与費支出 876,104

材料費支出 618,581

その他の業務活動による支出 556,252

投資活動による支出 221,771

 有形固定資産の取得による支出 221,771

財務活動による支出 72,130

 
移行前地方債償還債務の償還及び長期借入金

の返済による支出 
72,130

次期中期目標の期間への繰越金 87,756

   （注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 

 

第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

300 百万円 

 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

（１）業績手当（賞与）の支給等による一時的な資金不足への対応 

（２）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対応 

 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の処分に関する計画 

   なし 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし 
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第８  剰余金の使途 

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備・

改修、医療機器の購入、長期借入金の償還、教育・研修体制の充実、組織運営の向

上策等に充てる。 

 

第９  その他 

１ 施設及び設備に関する計画（平成 27 年度） 

                                    （単位：千円） 

施設及び設備の内容 予 定 額 

病院施設・設備の整備 113,443 

医療機器等の整備・更新 108,328 

 

２  法第 40 条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

  なし 

 

３  その他の法人の業務運営に関し必要な事項 

  （１）新築移転に向けた取組  

平成３０年５月の開院を目指し｢町立芦屋中央病院 新病院基本計画｣に基づき、新

築移転後の病院の役割や機能、施設の仕様などをより具体的に検討し、基本設計、実

施設計を進める。 

 

（２）施設の維持 

昭和５１年１０月に開院した当院建物は、耐用年数を過ぎた設備が多く、老朽化が

進んでいる。地域住民に安全で安心な医療を提供するため、必要な整備を把握して計

画的に改修等を実施し、新築移転するまでの安全な施設維持を行う。 

 

  （３）国民健康保険診療施設の役割 

国民健康保険診療施設としての役割を引き継ぎ、国民健康保険被保険者に医療を提

供し、かつ健康の維持及び増進に寄与する。 

国民健康保険被保険者に対し、医療の提供はもとより、特定健診及びがん検診等を

実施し、予防医療に努める。 

また、医療相談窓口や当院が保有する訪問看護ステーション、訪問リハビリテーシ

ョン、居宅介護支援事業所の充実を図り、地域医療の中心となるべく国民健康保険診

療施設としての役割を果たす。 

 


